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「湘南市」構想に反対する藤沢市民の会・総括　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２００３／５／３１）

　　　「湘南市」構想に反対する藤沢市民の会　　

　　　　　　　　　　　　　　　渡辺　博明　　〒251-0002　藤沢市大鋸　１－６－１１　

TEL　0466-27-9831　　　FAX　0466-27-9828　　

E-MAIL　watanabe-hiroaki@mtf.biglobe.ne.jp　　

ホームペイジ　http://www5d.biglobe.ne.jp/~hiro-nui/shonan/index.htm　　　

５月２６日、「湘南市研究会」解散。「湘南市構想」白紙撤回。

住民の意向を無視した行政主導の「湘南市」構想とその進め方の無謀さが露呈された。民意は湘南市構想に反対であることが判明した。地方自治と住民自治に原点に立脚した私達の「住民合意を求めた市民の「湘南市構想」反対運動」の完全な勝利です。合併の是非は、１００％市民が決定でき、国も県も法律で強制することができない重要事項であります。この意味で今回の「湘南市」構想反対運動と選挙結果、それを踏まえた湘南市研究会解散のプロセスを観察しながら１００％勝利できたことは、市民運動にとって、全国的にみても、画期的ことなのです。５月２６日、湘南市研究会解散決定後の記者会見での、平塚市長と茅ヶ崎市長の明確な主張に対して、藤沢市長の歯切れの悪さが目立つことを追加すれば充分でしょう。

本会の解散と新たな出発

「湘南ブランド」を生かした「強い都市」を造るというまさに文字道理「夢のような構想」は、頓挫した。住民合意のない計画は当然のことながら、選挙で住民から「拒否」と判断された。私達、「湘南市」構想に反対する藤沢市民の会も当初の目的を達したので、ここで区切りをつけ、一旦解散します。後述するように、藤沢市長に、これまでの経緯や今後の対応についての説明責任を果たすことを求める陳情を最後に、総括的市民集会と簡単な「解散パーティー」を開催して終わりにします。

本会をそのまま新しい方向に一元的に集約化することは、非常に困難に思われます。然し、これは、「地方自治と市民自治」を考える新しい運動の出発でもあります。一人一人が今回の運動の経験を生かして、合併を含む基礎自治体の将来像に関して改めて自問しつつ、それぞれの分野で、草の根の市民運動を継続してゆくことを期待します。　

経過報告・総括と今後

１）会の現状報告

会員１６０名登録、メイル連絡者３９名、手紙９２名、市議及び立候補予定者１０名、その他２０名です。

会計報告別紙参照、湘南市構想撤決定後も、振込があり、赤字無しで終了。名前は挙げませんが皆さんのカンパに感謝します。５月末で一応しめる予定です。

2） 市議選結果と総括

４月２７日の選挙の結果、湘南市構想の推進エンジンであった吉野平塚市長が合併反対を明確に唱える新人に破れ、茅ヶ崎も同じく批判的新人が大差で市長に当選した。私のところへ新聞社からも、又１０人以上の会員の方からも意見を求められたり、今後のことを含めての感想も寄せられています。あと２人位当選しても良かったように見えます。既成政党の弱体化が目立ち、自ら新陳代謝できない古い体質が曝露されてしまったように思われます。堅い地縁、組織をもとにした巧みな票割りも目立ちますが、幅広い市民派、、無党派の支持を受けて、特に意欲ある若手と女性の進出がめざましい。全国的潮流でもある所謂革新系の凋落は、今までここに流れていた無党派層の票が、別の方向に流れたと考えるべきで、運動のやり方、候補者の発掘等、彼等自身反省すべきでしょう。時代の流れでしょうか。私達の運動も結果として上位当選者の若手に集中的に３０００から５０００票ぐらい流れたものと考えます。今回、湘南市反対する［Ａ］グループに５５、０００票、［Ｂ］［Ｃ］に７３、０００票と分析できます。４３％（１６から１７は当選しても良い）は、明確に反対と意思表示していると考えるべきでしょう。｛反対Ａ｝は１０位までに５人、２０位までに１人、３０位までに２人、３８位までに６人、次点以下１１人の中に８名です。争点を明確にした一騎打ちの市長戦と地域性を色濃く残す市議選では違います。平塚市長選の大逆転劇の真相は、「反吉野」で、市役所、市議会での独裁制への批判、保守陣営の分裂等が主たる要因で、今回の大逆転をもたらした２万５０００票の地滑り的変化のうち、反吉野２００００，湘南市反対５０００と分析されています。マスコミで採りあげられているような反湘南市一色ではないようです。平塚でも市議選の結果は、必ずしも反対派多数ではありませんし、トップ上位当選者も明確に湘南市反対を表明した人達ではありません。これに対して藤沢市議選では、はっきり湘南市構想反対の意思表示がなされたと考えるべきで、私達の運動の成果として、恥ずかしがることなく、胸を張りましょう。

改選後の会派では、新政会２２名、公明６名、社民クラブ４名、共産２名、その他一人会派４名。湘南市構想に反対していた人も４名新政会に入りました（河野、井手、原、有賀）。約束違反、無節操と非難するだけでは解決にならない。新しい市会議員数名とも話をして見ました。市民の目線での政策研究会等、自ら藤沢市政のあるべき方向（グランド・デザイン）を真面目に勉強してくれるよう彼等の若さと行動力に期待し、その成長を見守ってゆきましょう。

反省すべき点もいくつか挙げられました。投票率が上がらなかったこと。私達のビラの趣旨に同意しても、必ずしも投票や周辺の人への勧誘に結びつかなかったこと。若い人の関心を喚起できなかった。もっと合併の問題点を具体的にＰＲすべきでなかったか。アンケート結果のまとめ方の是非。等。住民合意なしの「湘南市（３市３町）」構想及びこの枠での合併協議会設置に反対し、市議会議員選挙立候補者にこの問題に対する賛否の明確な公約を求めるという基本的合意で進めてきた私たちの党派を超えたユニークな市民運動が間違えであったと言うことにはならない。合併問題は、外の争点と異なり１００％市民自らが決定できる責任と権利があるという決定的大儀名分、利点がありました。それでも市民一人一人のの多様な意見の統一、研究会、市民集会、公開討論会の開催等アイデアの提案と、それを実施に移してゆく行動力、難しくも面白い試みでありました。幸運にもマスコミに頻繁に採りあげられ、平塚市長選の結果のような神風にも似た敵失にも恵まれました。また、とにかく、「湘南市構想に反対する藤沢市民の会」が存在したこと、そこで活発な自由な意見が交換されてきたことは、平塚、茅ヶ崎、寒川の人にもほめられ、羨望の的でもあっったということでした。この貴重な経験と、もしそういうなら、この失敗をバネとして今後、今回の湘南市構想問題を出発点として「住民自治に沿った市民の市政への参加」等新しい目標を目覚めた市民運動として、設定し直すことになります。個人的には、何らかの形で、この会（市政に関する自由な市民の意見交換の場として）の運動を続けてゆきたいと思っています。

湘南市構想白紙撤回と市長、市議会への陳情（陳情書、骨子案、詳細別添資料参照）

いずれにせよ、湘南市構想は白紙撤回されることになった。これは、間違いなく勝利です。改選時期の違いで湘南市構想を争点にすることを幸いに避けられた山本藤沢市長も、平塚や茅ヶ崎市長選で示された住民の意向や、藤沢市議選では選挙公報に「湘南市構想に反対と明記した候補者が第１，２，６位をしめたのを見て、これまで平塚に同調して「構想」に独善的・秘密裏に推進してきた政治的責任と説明責任をどのように果たすのでしょうか。私達は、市議会に陳情し、市長にこの説明責任を果たすよう要請します。「前提が替わったから」とは如何にも無責任、無節操です。どんな前提が、何故、どのように変わったのでしょうか。今回の地方選挙の結果、平塚、茅ヶ崎では、今まで研究が進められてきた湘南市構想は、住民の望むことでなかったことが明確になりました。住民合意のプロセスが決定的に不足し、誰が何の為に合併を目指すかも不透明の儘、秘密裏の、非公開での行政主導の合併プロセスに市民は、はっきり拒否の意思表示をしたということです。藤沢市民は異なるとでも言いたいのでしょうか。新聞報道によれば、湘南市研究会を「あと１年ぐらい続けたらどうか」と発言されたようですが、いかなる目的でこのような発言をされたのでしょうか。今更という感が無きにしもあらずですが、今までの研究会議事録、資料の全面的公開、等、今後の広域・連携行政の為にも必要ではないでしょうか。また、市長本人は政治家としてどんな理念をもって湘南市研究会に参加し湘南市構想を推進してきたのでしょうか。今後この問題を如何に後処理してゆくのか。合併相手を考え直して再出発するつもりなのでしょうか。今回提起されていた合併問題の本質は、単なる予想される財政逼迫の問題ではなく、地方自治と市民自治のあり方の是非であります。予想される地方自治制度変革（地方交付税制度の見直し、地方分権と財源移譲（補助金制度廃止又は削減））のなかで基礎自治体として如何に生き残るか。地方自治と市民自治を守り、新たに財政基盤を確立し、将来の市民生活（福祉教育環境子育て）を豊にする手段を議論すべきだったのです。「課題が山積する中、行政同士で連携して解決するスピードがもとめられている。合併に時間や労力を費やすは難しい時期だ」との発言も当然である。湘南市構想が白紙になっても、藤沢市の将来像を考える上で、地域連携、広域化行政の議論は避けて通れない問題です。近々、湘南市研究会の研究成果は報告書としてまとめられ、公表もされるとのことです。自治体によっては議員全員協議会や住民向けにタウンミーティングを開催して経緯を説明するとの報道もあります。市長として市民向け、市議会向けに公式なコメントがあるのは当然と思われますが、藤沢市長は、この種の計画、その他記者会見、本会議での説明等を考えているのでしょうか。これを受けて今まで沈黙をしてきた旧新政会も、公明党も見解を公式に発表するでしょうが、証文の出し遅れもいいところ、どんな内容か楽しみ。伝えられるところによれば、これで相模側東での合併案を議論しやすくなったという議員もおられるらしいが。

しかしながら、議会をも無視し、研究会と称して進められてきた今回の行政主導の湘南市構想は、住民の意思で撤回された。これは絶好の機会です。まさに市民の代表である市議会議員主導で、幅広い市民参加を求め、公開で、住民合意を保障しながら、合併の適当な範囲をも含めて藤沢市の望ましい将来像の議論を始める契機を作ったとも思えます。現在、及び近い未来に予想される藤沢市政の困難さと危機の原因を分析し、対案を立てるのが政治の要諦であるべきです。危機の時こそ抜本的改革のチャンスでもあります。市議会はこれを機会に、「地方自治と市民自治」に関して、三位一体の改革と称せられる問題に関して、超党派の特別調査研究会でも設置したら如何でしょうか。

今後の会の活動方針

今後の会の活動方針に関しても、活発な意見が交換されきました。今回の湘南市構想反対運動を出発点として、党派に囚われない草の根の市民運動という原点を忘れず、広く「市民自治のあり方」を考えていこうと言う意見も数多くありました。更に
２００４／２市長選対応―マニフェストの作成を目指して「市民が作る藤沢市行財政白書―――現状財政分析と中長期計画（２，５，１０年）」を作成してしまおう。それも市議や、市行政当局、市民専門家を交えて、　２００３／９　完成目標目標で取り敢えず骨格だけでも。、という大胆な意見もありました。そんなに難しく考えず、素朴でも良い、現実的問題、各種市民の求める市政へのリクエスト（変革案）をリストアップするところから始めたらとか、広く市民団体に呼びかけたらとか、広く市政に関する意見交換会とか、勉強会（講演その他の企画）に徹したらとか、いろいろな意見もあります。

５月３１日運営委員会を開催し今後のことを議論してみました。

結論として

「湘南市」構想に反対する藤沢市民の会は、一旦解散する。

新たに有志を募って「市民の為の市民自治のあり方を問いかける」という運動の理念を継承してゆく。

「市民が望む藤沢市政のあり方を考える会（地方自治と市民自治）（仮称）」

連絡事項　　　今後の活動予定と新たな出発　　　
　　１）湘南市問題のフォロウ
　　　　　　市議会陳情、市長の説明責任と「けじめ」を付けること。

市長（行政）の今回の経緯、結果、反省についての説明確認、

湘南市研究会の結論等、市長からの納得できる説明を求める？？？？

　　　　　　　　　　　　陳情文原案（）――――――添付資料参照

　　　　　　　　　　　　陳情提出締め切り――６月９日、総務常任委員会―――６月１７日　

　　　　　　　　　　　　本会議――――６月９，１０，１１日　

２）「湘南市」構想に反対する藤沢市民の会は、一旦解散する。
３）市民集会ＰＡＲＴ―Ⅲとして活動総括報告と今後、新たな出発の御案内

場所　　市民活動推進センター（小会議室、３０名）

日時　　６月２１日（土）１６．００から１８．００
尚終了後、勝利宣言と軽いビールパーティーを計画しています。

会場　　　　　　　　　　　　　　定員２０から３０人

時間　１８．３０から

　　　
４）今後の活動方向　　　　　市民自治のあり方と今後（今回の経験を踏まえて）

会の名称変更と運動の継続

「市民が望む藤沢市政のあり方を考える会（地方自治と市民自治）（仮称）」
本会は一旦解散する。改めて「呼びかけ、趣旨文」を作成し、有志を募る。奮ってご応募下さい。この会に継続して参加するか否かは会員各自の判断とします。現在の会員（連絡対象者）に今後とも適宜、新しい会主催の講演会等の案内はする予定ですが、不要の方はご連絡下さい。

今後の活動内容（案）

「地方自治と市民自治のあり方」を考える。

予想される地方自治制度変革（地方交付税制度の見直し、地方分権と財源移譲（補助金制度廃止又は削減））のなかで基礎自治体として如何に生き残るか。地方自治と市民自治を守り、新たに財政基盤を確立し、将来の市民生活（都市基盤整備、福祉、教育、環境、子育て、市民自治活動）を豊にする手段を考察する。

１）市民オンブスマンとして市民の要望と問題点の抽出する（例えばアンケート？？？）

２）藤沢市財政の現状分析と「市民が作る藤沢市行財政白書―――現状分析と中長期計画」の作成

３）今までのスタイルの継承―――草の根市民運動として各種勉強会・フリーディスカッションの機会設定

　　　　　　４）会のあり方組織体制、資金について

　　　　　　　　事務局、運営委員会（５から１０人）、会計、代表、副代表

　　　　　　　　定例会と専門分科会―――行政、市議、専門家の協力
　　　　　　　　会の進むべき方向―――住民自治を求める新しい市民運動
　　　　　　　　　　　　　　勉強会とキャンペーン、事業企画、講演会、（専門家、市長、市議会議員）
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